

























合衆国連邦最高裁はMedellín v. Texas,  552 U.S. 491 (2008) (Medellín Ⅱ . 以下Medellín 判
決と述べる場合はこの第Ⅱ判決をさす ) において，国際司法裁判所 (ICJ) 判決の自動執行 (self-
executing) 性を否定した。その判断の要となったのは，裁判所と連邦議会・大統領の各権限関
係であった。先行判例にも同様の視点を示すものはあったが，Medellín 判決はその一面をさ
1）　Restatement of the Law(3Rd), foReign ReLations Law of the United states (1987), § 1　そこでいう 
　国内法とは，主に連邦法をさす。Id ., Comment b
条約の自動執行性と権力分立論








　合衆国では，自動執行性の概念は「( 条約が ) 連邦議会の立法措置を待たずして，それ自体
で作用すること 3）」と定義されるのが常である。これは，条約の自動執行性のリーディングケ








　そして，争点となった合衆国とスペイン間の領土割譲条約 ( アダムズ・オニス条約 ) の規定
は非自動執行的であるとされ，裁判所は適用を否定した。上記引用の説示は，条約の自動執行
性の定式として確立している。
1950 年，Sei Fujii v. California の州控訴審判決 6）で国連憲章の人権規定の自動執行性が認め
られたことが，大いに注目を集めた。これをきっかけに，自動執行性は条約の国内適用一般の
2）　本判決に関する日本の文献では，以下を参照した。アレックス・グラスハウサー＝宮川成雄・原
口佳誠訳「条約は権力の分立した連邦制のもとでいかに「最高性」をもちうるか」( 比較法学 43 巻 2 号，
2009)；青柳幸一「憲法と条約の相克」( 筑波ロー・ジャーナル 7 号，2010)；小野昇平「国際司法裁判
所判決の国内裁判所における法的効果に関する一考察 ( ２・完 )」( 法学 74 巻 4 号，2010)；国際裁判
所研究会「国際裁判所と国内裁判所 (3・完 )」〔土屋志穂担当個所〕( 上智法学論集 53 巻 4 号，2010)；
松田浩道「日本の裁判所における国際人権法　―国内適用論の再構成―」( 東京大学法科大学院ローレ
ビュー 5 号，2010)；小林友彦「国内裁判所における国際司法裁判所判決の地位　メデイン事件」小寺彰・
森川幸　一・西村弓編『国際法判例百選 [ 第 2 版 ]』( 有斐閣，2011)
3）　著名な文献として，Louis Henkin, foReign affaiRs and the Us ConstitUtion (2nd ed.,1996), 199
4）　さらに先行するケースとしてWare v. Hylton,  3 U.S. (3 Dall) 199 (1796) も挙げられる。
5）　27 U.S. (2 Pet.) 253, 314 (1829)
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について問題となる」としている (283 頁ほか )。ただし，自動執行性が本来，「条
4
　約の国内適用
 4 4 4 4 4 4
」に関する指標だとすれば，この定義とイコールでは結べない ( 部分集合ではあっても相
　等ではない ) であろう。　 
8）　特にヨーロッパでは「自動執行性」と「直接適用可能性」とが互換的に用いられるという。Albert 　
　Bleckmann, Self-Executing Treaty Provisions , in 7 enCyCLopedia of pUbLiC inteRnationaL Law 　　


























Foster 判決の原告は，西フロリダの土地を 1811 年に購入した ( もともとは別な人物が 1804 年
にスペイン総督より購入したものであった )。その後 1819 年に合衆国がフロリダをスペイン
より買収した際，原告はその土地を押収された。そこで原告は，1819 年のアダムズ・オニス
条約８条を根拠に，土地の明渡しを求めた。同条は以下のように定める。
　　「スペイン国王により合衆国に割譲された当該地域において，1818 年 1 月 24 日以前に国
王，あるいはその配下によってなされた土地の譲与は……土地の占有者に対して，承認か





   も否定するのか判然としないとの批判がある。Curtis A. Bradley, Intent, Presumptions, And Non-Self-
　 Executing Treaties , 102 am. J. of int’L L. 540, 547-50 (2008). いずれにせよ，Avena 判決が間接適用す
　らされなかったことは確かである。　　 
11）　Thomas Buergenthal, Self-Executing and Non-Self-Executing Treaties in National Courts , 235 　　





























































18）　Jordan J. Paust, Self-Executing Treaties , in InternatIonal law as law of the UnIted states (2nd 
　ed., 2003) 72 
19）　265 U.S. 332, 341 (1924) 
















1993 年，在米メキシコ人の Medellín は，数人のギャング仲間とともに強姦殺人事件を起こ
した。Medellín は逮捕・拘留されたが，その際，領事機関に連絡をとる権利を有する ( ウィー




アメリカを相手どって ICJ に訴えを起こした。ICJ は 2004 年，Avena 判決 26）でアメリカに対
21）　岩澤，前掲注 7，296-314 頁。同書 311-313 頁では，「規定の明確性」と権力分立構造との相関関係に
　ついてふれられている。
22）　Buergenthal, supra  note 11, 384
23）　Restatement (3Rd), supra note 1, §111, Comment h. 他の当事国で自動執行的とされているか否かは，
　合衆国には関係ないとも述べている。 
24）　以下の要約は 552 U.S. 500-04 に基づく。青柳・前掲注 2，15-16 頁も参照した。
25）　本件に先がけて，合衆国の領事関係条約 36 条違反を争う裁判が ICJ・国内裁判所両方でいくつか提
　起されている。重要な動向であるが本稿では立ち入らない。それらについては青柳・前掲注 2，4-15 頁；
　小野昇平「国際司法裁判所判決の国内裁判所における法的効果に関する一考察 ( 一 )」( 法学 74 巻 2 号，
　2010)57 頁以下および同・前掲注 2；国際裁判所研究会・前掲注 2，190-204 頁を参照。 
26）　Cases Concerning Avena and Other Mexican nationals (Mex v. U.S.) , 2004 I.C.J. 12
??の?????と?????
－47－
し，Medellín を含む 51 人のメキシコ人たちに再審をなす義務があるとの判断を下した。しかし，
連邦第５巡回区控訴裁判所は Medellín の訴えを却下した。同裁判所は，ウィーン領事関係条
約は個人に権利を付与するものではないとした。
2005 年，George W. Bush 大統領は司法長官に覚書を提出した 27）。大統領はその中で，テキ
サス州裁判所に対しAvena 判決の履行を求めた。
連邦最高裁は裁量上訴を取り消した ( 第Ⅰ判決 28）)。Medellín はAvena 判決と覚書に基づき，
州控訴裁判所に二度目の救済を申し立てた。しかし州控訴裁判所は，どちらも拘束力を有する
連邦法ではないとして訴えを退けた。Medellín はふたたび連邦最高裁へと上訴し，2008 年 3
月に第Ⅱ判決が下された。
第Ⅱ判決では，ICJ 判決が関連諸条約 ( 紛争の義務的解決に関するウィーン条約選択議定書
１条，国連憲章 94 条，ICJ 規程 34 条 1 項・59 条 ) のほか，大統領覚書に基づいて自動執行性
を有するかが争点となった。Roberts 裁判官ほか４名による法廷意見は，その自動執行性を否





完がなくとも，それ自体で作用する』ときは自動執行的である。〔Foster v. Neilson , 2Pet. 
253,315 (1829)〕……他方，『〔条約〕規定が，それに効力を与えるような立法に従っての
み執行されうるときは，自動執行的ではない。』〔Whitney v. Robertson , 124 U.S. 190,194 
(1888)〕要するに，条約は『国際取極を構成するかもしれないが……連邦議会が実施のた
めの立法を制定するか，条約それ自体が自動執行的であるとの意図を含んでおり，そのよ
うな条件で批准されたのでない限りは，国内法ではない。』〔Igartúa-de La Rosa v. United 
States,  417 F.3d 145, 150 (CA1 2005) (en banc)(Boudin, C.J.)〕29）」( 下線は筆者による )
上記引用の下線部は，条約文中に自動執行性を意図する「明白な声明 (clear statement)」 がな
27）　George W. Bush, Memorandum for Attorney General , the white hoUse, Feb. 28 2005, available at 
　http://georgewbush-whitehouse.archives.gov/news/releases/2005/02/20050228-18.html (last visited 　
　Jan. 6, 2014)
28）　Medellín v. Dretke,  544 U.S. 660 (2005) (Medellín Ⅰ )












憲章 94 条の解釈において，政治部門が安保理決議拒否権を行使し ICJ 判決を履行しないとい








１条，国連憲章 94 条，ICJ 規程 34 条 1 項・59 条 ) を通じてAvena 判決に自動執行性が認め
られるかを論じる。そのうちもっとも重要な，憲章 94 条についての議論を紹介しておく 35）。同
条項は次のように定める。
「94 条１項　各国連加盟国は，自国が当事者であるいかなる事件においても，国際司法裁
30）　同ルールはId ., 517:526 においても言及されている。「明白な声明」ルールについて Carlos Manuel 
　Vázquez, Treaties as Law of the Land: The Supremacy Clause and the Judicial Enforcement of 
　Treaties , 122 haRv. L. Rev. 599, 652-54 (2008)：青柳・前掲注 2，33-35 頁も参照。
31）　Bradley, supra note 10, 543 
32）　Julian G. Ku, Medellín’s Clear Statement Rule: A Solution for International Delegations, 77 
　foRdham L. Rev. 609 (2008) 
33）　552 U.S. 491, 560
34）　合衆国国際関係法においては，大統領と連邦議会は国際法を破る力 (power) を有するという現状が，










しているといえよう ( 一部，それを通じて締結者の意思を問う部分がある )。
「同条は国内裁判所に指令を下すようなものではない。それは合衆国が ICJ 判決を順守せ
ねばならない (“shall” or “must”) と規定するものではないし，国連憲章を批准した上院
が ICJ 判決に国内裁判所での直接の法的効果を付与することを意図したと示すものでもな
い。むしろ，『94 条の文言は……政府に何らかの行動をとることを要求するものである。』
〔Committee of United States Citizens Living in Nicaragua v. Reagan , 859 F. 2d 929, 938 
(CADC 1988)〕……いいかえると，国連憲章は『独立した国家間の契約』で『その諸規定
の執行は，当事者である政府間の利害と信義にかかっている』というように読める〔Head 
Money Cases , 112 U.S., at 598〕。37）」
　ところが２項の解釈においては，文言よりも条約締結権者である大統領と上院の意思が大き









36）　552 U.S. 491, 506
37）　Id. , 508-09 
38）　Id. , 509-10 
39）　552 U.S. 491, 510-11 
40）　青柳・前掲注 2，32-33 頁 





















42）　 552 U.S. 546-49. その批判の趣旨は次の２点である。(1) 多数意見の「明白な声明」ルールは先例の
　立場と一致しない。(2) 同一の条約規定であっても，国内実施にあたって立法措置を要するか否かは締
　約国によって異なる以上，自動執行性が文言によって決まるという考えは妥当ではない。
　「実践的な文脈特定基準」の具体的内容は，①条約の文言 ②起草過程 ③条約の主題 ④個人の権利創設 
　⑤新たな訴権の必要性 ⑥条約の執行が憲法上の争いを招くか ⑦司法部門と他の部門とで憲法上望まし
　くない対立を生じるか の７点である。それらを本件についてみると，(1) 選択議定書と国連憲章の規定
　はAvena 判決の国内的拘束力を認めるに十分である。(2) 領事関係条約 36 条は個人の権利と刑事手続   
　とに関わるもので，司法上執行可能だといえる。(3)ICJ 規程 59・60 条が，ICJ 判決が「拘束力を有する」
　「終結とする」と定め，合衆国もそれに加入している以上，Avena 判決は当然自動執行的なはずである。(4) 
   合衆国はICJの紛争解決について，本件選択議定書と類似の規定をもつ条約70件あまりに加入している。
　連邦最高裁はその多くを自動執行的と解してきた。(5) 刑事手続にかかわる本件では，立法より 司　法
　上の対応が適している。(6) 本件の諸条約を自動執行的と解しても憲法上の問題は生じなく，新たな訴
　権も必要ない。(7) 大統領も連邦議会も ICJ 判決の司法的執行について懸念を示していない。以上の理
　由により，Avena 判決は立法措置なくとも司法上執行可能である (Id ., 549-62)。
　また Stevens 裁判官の同意意見は，Breyer 裁判官の反対意見に一定の理解を示しながらも，結論的に
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4
(undertakes to comply)」) という語句は，「ICJ 判決を遵守するか，
　そしてどんな方法によるかの選択は，『司法部門ではなく政治部門に』〔Foster v. Neilson , 2Pet. 253, 314 
　(1829)〕委ねられている」(Id. , 535) という趣旨に読みとられる。























の制定法もしくは憲法それ自体から導かれなくてはならない。』〔Youngstown Sheet & 





〔Youngstown, supra , 635〕 第二に，『大統領が連邦議会による権限の付与または否定な
　
44）　Bederman, supra note 41, 536; Steve Charnovitz, Revitalizing the U.S. Compliance Power , 102 am. J. 
　int’L L. 551, 554-55 (2008). また，法廷意見は ICJ 規程の解釈においては憲章締結後の国内外の動向も
　参照しており，その手法は一貫していない。552 U.S. 491, 512-13. 
45）　Paust, supra note 18, 78-80 































47）　552 U.S. 524-25 






























50）　Id. , 532 
51）　Ingrid Wuerth, Medellín: The New, New Formalism? , 13 LEWIS & CLARK L. REV. 1, 6 (2009)
52）　Carlos Manuel Vázquez, Less Than Zero?, 102 am. J. INT’L L. 563, 569-70 (2008)
53）　552 U.S. 491, 511
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  Medellín 判決は全体として，連邦議会への大幅な譲歩を示している。「明白な声明」ルール，
63）　小野泉「人権条約と米合衆国憲法：ブリッカー修正を手掛かりとして」(一橋論叢125巻1号，2001) 　61頁以下
64）　252 U.S. 416, 432 (1920)
65）　グラスハウサー・前掲注 2，212-13 頁 
66）　552 U.S. 491, 532
67）　グラスハウサー・前掲注 2，229 頁：青柳・前掲注 2，40-41 頁 
68）　青柳・同上，24-25 頁
69）　本判決の後も，Medellín やメキシコは死刑停止を訴えた。合衆国のホワイトハウス・司法長官・国
　務省も死刑延期を求めた。しかし 2008 年 8 月 5 日，連邦最高裁は連邦議会がその後も実施のための立
　法を行っていないことを理由に，再度 Medellín の訴えを退けた (Medellín v. Texas , 554 U.S. 759 (2008) 
　(Medellín Ⅲ))。同日彼は処刑され，合衆国が本件につきAvena 判決を履行することは永久に不可能となっ
　た。メキシコからは外交上の正式な非難が寄せられた。




































The Income Growth in Kumamoto 
 
The per capita income in Kumamoto prefecture was ranked 32 
within 47 prefectures in Japan in 1980. The rank kept dropping and 
stayed around 40s recently. Therefore, this paper studies the urban 
characteristics that affect the per capita income growth in Kumamoto 
prefecture, using data of city level in Kumamoto prefecture from 1980 
to 2010. There are three questions I try to figure out. First, what are 
the urban characteristics that explain the per capita income growth 
in Kumamoto prefecture? Second, how long do these urban 
characteristics keep effective? Third, are the impacts of effective 
urban characteristics on the per capita income growth change or keep 
the same by different years? The results show that the industry 
structures, the income levels, the birth rate, the aging population, 
and the share of female labors have significant effects on the per 
capita income growth. The influences of most effective urban 
characteristics are stronger at 10 years after the base year. In 
addition, the birth rate and the aging population show the significant 





Treaty Self-Execution and Separation of Powers
　　Self-execution is a criteria of treaty domestic application. Recently, 
this term is well-known and has been accepted in a various ways. Theories 
about it have been mixed up so much. But it has its origin in the U. S. law 
and the characteristic??? peculiar to the nation.
Med llín v. Texas , a decision of U. S. Supreme C urt in 2008, is the latest 
case about self-ex cution. The arguments in this case are distinctive of 
views, which is concerning U. S. se aration of powers. And it would create 
some new discussions about self-execution.
In the precedents, the U. S. Supreme Court had decided treaty self-
execution with textual approach and separation-of-powers approach. And 
the Court in Medellín developed the later methods, such as clear statement 
rule, judicial deference. This article focuses them and makes it clear that 
self-execution depends on domestic separation-of-powers.
?　?　?　?
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